
各地域の取り組みを学び合い、県として
糖尿病性腎症重症化予防に大きな成果を。

Point of View

　2016年３月に日本医師会、日本糖
尿病対策推進会議、厚生労働省の三
者による糖尿病性腎症重症化予防に
関する連携協定が締結されてから約
２年、各地方自治体で糖尿病医療や
糖尿病性腎症重症化予防に対する取

り組みが進んでいる。愛媛県におい
てこの取り組みに積極的に関与して
いるのが、愛媛大学病院の第三内科
と関連する病院の医師たちだ。
　愛媛大学教授の松浦先生は、「ま
ず、糖尿病性腎症という疾患につい
て、そして愛媛県の糖尿病患者の実
態についてきちんと把握しなければ
ならない」と考え、関連病院を中心

に、受診患者のデータを集積し解析
に着手したという。
「愛媛県における糖尿病患者数は全
国平均と同じですが、透析患者数、
新規透析導入数、糖尿病が原因の新
規透析導入数は全国平均を大きく上
まわっている状況（【資料１】）です。
　愛媛県では2017年３月、『愛媛県
糖尿病性腎症重症化予防プログラム
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（国保版）』（【資料２】）が策定され
ました。同プログラムでは、健診デ
ータやレセプトデータからハイリス

ク患者の抽出を推奨していますが、
これだけでは病名や投薬の内容はわ
かるものの、肝心の腎機能や腎障害
の進行状況までは把握できません。
　そこで私たちは、マイクロソフト
Excelで作動する共通フォーマット
を活用して、血糖や腎機能などの検
査データの集積をスタート。腎症の
リスク層別は、日本慢性疾患重症化
予防学会が提唱するJMAP方式を参
考に、⊿eGFR５ml／min／1.73m²／
年以上を急速進行性糖尿病性腎症と
定義しました。
　2017年12月時点で19施設が調査に
参加してくださり、24,449例の登録
がありました。これらのデータを解
析したところ、急速進行性糖尿病性
腎症は、リスク層別が可能だった症
例の17%でした。腎症の病期分類も
行ったのですが、尿中アルブミンの
検査率が57%と低く、62%は分類不
明でした。地域全体で尿中アルブミ

ン検査が実施されるよう働きかけ、
リスク層別の精度を向上させること
がこれからの課題です。
　なお、今回の調査で、腎症重症化
リスクが高いと判断された２型糖尿
病患者に対しては、減塩指導を強化
するとともに、GLP-１受容体作動
薬を用いた治療を開始しています。
また、この治療を支える医療スタッ
フの育成にも力を入れています。
　今後は参加病院を増やし、愛媛県
の糖尿病性腎症の病態や治療の効果
を明らかにしていく予定です」（松
浦先生）
　済生会松山病院院長の宮岡先生が
前出の愛媛県糖尿病性腎症重症化予
防プログラムの各市町での運用に関
して、続けて言及してくれた。
「このプログラムは、保険者（市町）
が医療機関未受診者や糖尿病治療中
断者に対して受診勧奨などを行うも
のですが、実際に受診に結びついた
患者数を見ると市町間でのばらつき
が著しいのが現状です。受診者を増
やすには、保険者と医療機関のさら
なる協力が必要だと思います」（宮
岡先生）
　松浦先生も医療機関側からのアプ
ローチの有効性を訴える。
「愛媛県の糖尿病専門医や教育施設
の数は、人口比で全国平均を上まわ
っています。
　糖尿病性透析導入は、定期医療機
関受診者からも出ているため、保険
者側からの受診勧奨だけでなく、専
門医たちがいっそう積極的に糖尿病
医療、糖尿病性腎症重症化予防に臨
めば、多大な成果が期待できるでし
ょう」（松浦先生）

　糖尿病性腎症重症化予防では、糖

尿病専門医と腎臓専門医の密な連携
がきわめて重要である。
　そうした取り組みの１例として、
県中央部（中予地域）の、ある基幹
病院での事例が紹介された。この病
院では、糖尿病・内分泌内科の５名
の専門医が2,472名（2017年４月時
点）の定期通院糖尿病患者を診てい
たが、このうちの694名が糖尿病性
腎症と診断され、さらに694名のう
ち209名が急速進行性糖尿病性腎症
だと判明。
　そこで、従来は糖尿病性腎症病期
第４期から腎臓内科への院内紹介を
行ってきたが、最近では病期にかか
わらず気になる症例に関しては、糖
尿病専門医と腎臓専門医とが相談し
合い、併診する体制に変わりつつあ
るそうだ。
「専門医同士の協働と連携の強化は
糖尿病性腎症重症化予防に欠かせな
い要素。今後は、院内の連携にとど
まらず、専門医不在の地域の医療機
関からの紹介患者の受け入れ体制を
模索してくことも必要です」（松浦
先生）

　中予地域の医療機関の取り組みが
紹介されたのに続き、愛媛県立新居
浜病院糖尿病・内分泌内科医監部長
を務める南先生から、東予地域にお
ける糖尿病性腎症重症化予防対策が
語られた。
「2017年９月に、新居浜市の国民健
康保険担当者と新居浜市医師会、市
内の糖尿病専門医を中心に、『糖尿
病重症化予防検討会』が開催されま
した。
　現場主導での即行動が重要と考え
医師や医療スタッフたちのレベルア
ップと、地域内での連携の強化が目

・糖尿病数：約1,000万人、うち定期通院例
　約766万人

・透析患者数：329,609人（人口100,000
　対259）、新規透析導入数：36,700人（人
　口100,000対28.8） 、うち糖尿病性は 
　16,000人（人口100,000対12.5）

・糖尿病数：約100,000人、うち定期通院例
　約76,000人

・透析患者数：3,918人（人口100,000対
　284）、新規透析導入数：522人（人口 
　100,000対37.8）、うち糖尿病性は214人 
　（人口100,000対15.5）

日本の人口：１億2,700万人

愛媛県の人口：138万人

愛媛県は全国に比し、透析患者数、
導入数が多く、糖尿病性が多い

（出典：厚生労働省、日本透析医学会2016年のデータから作成）
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標に掲げられました」（南先生）
　「即行動」の方針どおり、検討会
から２ヵ月後の11月には『糖尿病腎
症の治療を考える会』が発足し、地
域の医師を対象に講演会が開催され
た。次いで12月には、医療スタッフ
向けの研修会が開かれた。
「『透析移行阻止のためのスタッフ勉
強会 in 新居浜』（【資料３】）と称す
る研修会で、看護師、管理栄養士、
臨床検査技師、薬剤師といった多職
種の医療スタッフが参加し、専門医
や行政担当者による講演や、各職種
からの発表、職域を越えてのディス
カッションも行われました。2018年
３月の２回目以降も定期的な開催を
予定しています。
　この研修会の最大の特徴は、行政
側から毎回必ず、市の国民健康保険
担当の保健師が参加することです。
日常的に地域住民と接している保健

師と、医療機関の多職種スタッフた
ちが互いをよく知り、『透析移行阻
止』に向けて歩みをともにすること
は、糖尿病腎症対策を実施するうえ
で、非常に大切だと思います」（南
先生）
　研修会の成果なのか、新居浜市で
は保健師の受診勧奨による受診患者
数が増加しつつある。
「現場主導で、行政と地域の医療機
関や医師、医療スタッフたちが、双
方向性のある連携の構築を進めてお
り、それが効果を上げ始めているの
でしょう。他の地域でも参考にでき
る事例と考えます」（松浦先生）

　県南部（南予地域）の状況につい
て話すのは、市立八幡浜総合病院内

科部長の酒井先生だ。
「人口減少や、少子高
齢化、糖尿病患者の増
加、糖尿病の重症化が
他の地域とくらべて進
んでいるのが南予地域
です。加えて、医療資
源の不足も深刻です。
　こうした中で糖尿病
に向き合うには、医療
資源の総動員と医療の
効率化を推し進めるし
かありません。具体的
には、病診連携、地域
のあらゆる職種を巻き
込んでの協働、そして
ハイリスク患者へのア
プローチに取り組んで
います」（酒井先生）
　病診連携に関しては
すでに2007年から八幡
浜市で『逆紹介・循環
型病診連携』システム

が順調に稼働している。
「名称どおり逆紹介に重きを置いた
連携で、血糖コントロールが比較的
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良好で合併症がない、もしくは安定
している症例は、患者さん本人の了
解が得られれば、地域の連携参加診
療所に逆紹介するルールにのっとっ
て、患者さんを循環させています」
（酒井先生）
　あらゆる職種を巻き込んでの協働
のためには、ユニークな制度が導入
された。
「2013年に『八幡浜市糖尿病サポー
ター（YDS）制度』、2014年には 
『八幡浜大洲糖尿病デバイスサポー
ター（YODS）制度』がスタート。
日本糖尿病療養指導士（CDEJ）や
地域糖尿病療養指導士（LCDE）だ
けではカバーしきれない糖尿病患者
の療養指導を、他の医療スタッフの
力で支えようとの試みです。
　当院のCDE資格を持つ看護師を
メインにしたボランティアの講師た
ちによる研修を経て、これまでに、
262名のYDSと70名のYODSが認定
されました。YDSは看護師や歯科
医師、ケアマネジャーなど、YODS
は看護師、薬剤師などが中心です。
YDSは療養指導全般にかかわる一
方、YODSはインスリン投与の見守
りに特化し、主に地域の保険薬局で
活躍しています」（酒井先生）
　YDSは、医療機関のほか、今や高

齢者施設やヘルパ
ー事業所、デイサ
ービス・デイケア
施設などにも在籍
する。地域の医療
・介護関連施設の
多職種が総力をあ
げて糖尿病患者を
支える体制ができ
上がるのも間近な
ようだ。
「あとはハイリス
ク症例へのアプロ
ーチですが、2014

年から、疾病管理MAPと⊿eGFRを
用いたトリアージ、減塩実践と脱水
予防の継続支援、腎症進展阻止の薬
物療法導入といった対策に着手して
います。これらによって人工透析導
入までの期間の延伸や、人工透析有
病率の低下（【資料４】）などの目 
に見える成果も生まれてきました」
（酒井先生）
　南予地域は、医療資源不足という
逆境にありながら、独自の方法で糖
尿病性腎症重症化予防を成功させた
地域として、注目を集めるかもしれ
ない。

「愛媛県では、中予、東予、南予と
各地域で独自の糖尿病対策、糖尿病
性腎症重症化予防対策を展開し、そ
れぞれに成果も上がっていきていま
す」（松浦先生）
　「これからは各地域が学び合い、
協力し合いながら、それぞれの地域
の事情に即した施策をさらに進め、
県全体としても糖尿病性腎症重症化
予防に対応していく必要がある」と
先生方は異口同音に語る。
「糖尿病性腎症重症化予防には、行

政と医療機関、糖尿病専門医と腎臓
専門医、専門医と非専門医、病院と
診療所、医師と医療スタッフ、いろ
いろなかたちの確かな連携と協働が
必須です。我々も、機会を設けて今
回のような有意義な情報交換をし、
県の医師が一致団結して糖尿病医療
に尽力する環境をつくっていきまし
ょう。
　少しでも早くひとりでも多く、糖
尿病腎症のハイリスク患者を発見し
て、透析導入を減らす、少なくとも
時期を遅らせることがたいへん重要
です。
　そして今後は、糖尿病性腎症重症
化予防だけでなく、糖尿病に起因す
る心血管疾患予防にも取り組んでい
きます」（松浦先生）
　松浦先生は、足もとと同時に未来
を見据えたポジティブな言葉でこの
日の座談会を締めくくってくれた。

〒791-0295
愛媛県東温市志津川
TEL：089-964-5111

〒796-8502
愛媛県八幡浜市大平１番耕地638
TEL：0894-22-3211

〒792-0042
愛媛県新居浜市本郷３-１-１
TEL：0897-43-6161

〒791-8026
愛媛県松山市山西町880-２
TEL：089-951-6111

（出典：KDB市区町村別データ）
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